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講師およびパネリスト等のプロフィール

【講　師】

高　橋　桂　子

　1991年東京工業大学大学院総合理工学研究科システム科学専攻を修了、工学博士。花王株式会社、

ケンブリッジ大学客員研究員、東京工業大学準客員研究員、現JAXA招聘研究員を経て、2002年より

海洋研究開発センター（現、（独）海洋研究開発機構）地球シミュレータセンターに勤務。現在、海

洋研究開発機構地球シミュレータセンター　プログラムディレクターを務める。マルチスケール・マ

ルチフィジックスシミュレーションを用いて、大気と海洋の異なるスケール間相互作用メカニズムの

解明、及びその気象や気候変動現象への影響についての研究、超大規模シミュレーションのための超

高速・超並列・高精度計算手法の研究開発を進めている。

中　田　　　薫　　（独）水産総合研究センター中央水産研究所・海洋生産部長

　京都生まれ。海への憧れから北海道大学の水産学部に進学。所属した浮遊生物学講座の先輩から聞

いた「植物プランクトン量が同じでも、大きい種類が少数いるのと小さい種類が多数いるのでは、生

態系にとって大きな違い」という話が強く印象に残る。修士課程修了後に就職した水産庁東海区水産

研究所（現・水産総合研究センター中央水産研究所）では、マイワシ資源の餌料環境に関する研究を

開始した。当時はマイワシ資源の最盛期で、乗船調査に出てプランクトンネットを入れれば九州から

東海の黒潮周辺海域のどこででもマイワシの卵や仔魚が採集された。それが10年足らずの間に姿を消

した。目の前で起こった大きな生態系の変化と、しかも世界のマイワシが同調して変化しているとい

う事実に衝撃を受けた。マイワシの変化と密接に関係するプランクトンや海の変化をとらえ、その変

化のメカニズムを解き明かすことに喜びを感じて研究を進めてきた。
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横浜国立大学大学院工学研究院（教授）

横浜国立大学統合的海洋教育・研究センター（教授、兼任）

　1977年東京大学大学院船舶工学専攻修了(工学修士)、1984年工学博士 （東京大学）、1977年～1991年

石川島播磨重工業（株）技術研究所、 1986年～1987年英国Brunel大学客員研究員、1991年 横浜国立大

学工学部助教授、1998年横浜国立大学教授。日本船舶海洋工学会副会長、東部支部長、造船設計部会長。

　専門は船舶海洋工学。我が国では輸出入される貨物の99%以上が船舶によって海上を輸送されてい

る。また、日本は世界第6位の排他的経済水域をもつため、今後の海洋の有効利用が期待されている。

このような舞台で活躍する船舶や海洋構造物では、荒れた海における波の力に耐える強度、浮体とし

ての運動に対する安全性、環境への配慮、省エネルギーなど､ 多くの要因を考えた総合的に優れた設

計が求められる。船舶のバラスト水問題も、安全性、経済性など船舶が本来持つべき性能と環境保全

性能のバランスを考慮して、システム全体の最適解を見出すべき問題と考えている。

　船や海に興味を持つ子どもや海洋分野で活躍したいと考える若者の育成が必要と考えて日本船舶海洋

工学会に2008年に設置された「海洋教育推進委員会」の初代委員長として、また現在は担当理事として、

小中高生を対象とした海洋教育を組織的に推進する活動を行っている。http://www.jasnaoe.or.jp/mecc/

【パネリスト】

來　生　　　新

　1947年札幌生まれ。1975年北海道大学大学院法学研究科博士課程単位取得退学。

同年、横浜国立大学助教授（経済学部）。その後、同大学大学院国際経済法学研究科、社会科学研究

科教授、社会科学研究科長を経て、2005～2009年横浜国立大学理事・副学長。

　2009年5月から、放送大学教授となり現在に至る。

横浜国立大学名誉教授。同大学統合的海洋教育研究センター客員教授。海洋産業研究会客員研究員。

専門は経済法、行政法。最近は、海の管理に関する法制度の研究に研究生活の比重が移っている。海

に関連する立法活動への参加として、水産基本法、遊漁船行の適正化に関する法律、放置艇対策に関

連する港湾法等の改正、海洋基本法等。

　その他、海に関連する活動として、これまで港湾審議会委員、東京都港湾審議会委員、海面利用中

央協議会委員、海洋政策財団ニューズレターの創刊号～100号の編集代表（現在は編集委員）等、国土

交通省、水産庁等の各種委員会に参加。本年から一般社団法人「横浜水辺のまちづくり協議会」会長。
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古　川　恵　太（ふるかわ　けいた）

国土交通省 国土技術政策総合研究所　沿岸海洋研究部　海洋環境研究室長

　昭和38年生まれ、昭和63年早稲田大学大学院建設工学科（土木）修了後、運輸省港湾技術研究所海

水浄化研究室、豪州海洋科学研究所を経て、平成13年より現職。

　現在の専門は、海辺の自然再生のための調査・計画・管理であり、主な研究プロジェクトとして、

アサリプロジェクト（東京湾広域アサリ浮遊幼生調査）、都市臨海部に干潟を取り戻すプロジェクト

（産学官共同研究）、生き物の住み処づくりプロジェクト（住民参加型自然再生実践プログラム）等を

企画・実施。

　著書（共著）に、The Environment in Asia Pacific Harbours (Springer)、自然再生：生態工学的アプ

ローチ（ソフトサイエンス社）、海の自然再生ハンドブック（ぎょうせい）、閉鎖性海域の環境再生（恒

星社厚生閣）等がある。

【コンビーナ】

中原裕幸　　横浜国立大学統合的海洋教育・研究センター特任教員（教授）

　1948年3月東京生まれ。上智大学外国語学部卒（1972）、南カリフォルニア大学海洋沿岸研究所修

士課程（Master of Marine Affairs）修了（1983）。東海大学海洋学部非常勤講師、東京大学大学院新領

域研究創成研究科非常勤講師、神戸大学国際海事研究所客員教授。

　南カリフォルニア大で、故 Arvid Pardo 博士（国連海洋法条約の父。マルタ大使時代の“海洋は人類

共同の財産”という国連演説で有名）、Don Walsh 博士（1960年に潜水艇トリエステ号でジャック・ピ

カールとともに世界最深部のマリアナ海溝へ潜航したパイロット、元米海軍水中技術研究所所長）、

故 Robert Friedheim博士（日本鯨類研究所アドバイザ）らに師事。Marine Technology Society会員（同

日本支部 Secretary）、同Fellow（2001年11月）

　（社）海洋産業研究会常務理事、(独）海洋研究開発機構監事、海洋政策研究財団理事、（財）日本水

路協会理事、（財）国際港湾協会協力財団評議員、テクノオーシャン・ネットワーク理事。主要共著

に「Japan and New Ocean Regime」（米Westview Press）、「海洋問題入門」（丸善、2007）、「海洋開

発問題講座・全６巻」（鹿島出版会）、他。
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講演資料（１）「スパコン地球シミュレータで紐解く地球環境の変化と変動」

高　橋　桂　子　　（独）海洋研究開発機構地球シミュレータセンター　プログラムディレクター
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講演資料（２）「地球温暖化は海洋生態系にどのような影響を与えるか？」

中　田　　　薫　　（独）水産総合研究センター　中央水産研究所
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講演資料（３）「船舶のバラスト水管理問題に対する新しい解決法の提案」

荒　井　　　誠　　横浜国立大学工学研究院教授
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話題提供資料（１）「沿岸域の総合管理と環境問題」

來　生　　　新　　放送大学教授／横浜国立大学元副学長・同客員教授

101129
http://www.mlit.go.jp/river/shinngikai_blog/past_shinngikai/shinngikai/ko
ndankai/engan/teigen.pdf
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話題提供資料（２）「ローカルな自然再生における水循環の重要性

古　川　恵　太　　国土交通省国土技術政策総合研究所　沿岸海洋研究部海洋環境研究室長
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